
 

伊丹市介護人材養成支援事業補助金交付要綱 

 

 

（目的および通則） 

第１条 この要綱は，実務者研修，介護職員初任者研修（以下「初任者研修」という。）または生活援助従事者

研修の受講費用の一部を補助することにより，新たな介護人材の確保および介護職員の資質の向上を図ること

を目的とし，補助金等の交付に関する規則（昭和４２年伊丹市規則第２１号）に定めるもののほか必要な事項

を定めるものとする。 

 

（補助金の交付対象） 

第２条 補助対象者は，別表第１に掲げるとおりとする。 

 

（補助金の交付基準） 

第３条 次の各号に掲げる補助対象者に補助金を交付する場合の基準は，当該各号に定めるとおりとする。 

⑴個人に対する補助 

実務者研修，初任者研修または生活援助従事者研修の受講に際し，当該研修を主催する者に支払った受講費

（講座の受講料および教材費等）の１／２（上限６万円）。 

⑵法人に対する補助 

実務者研修，初任者研修または生活援助従事者研修を受講する従業者に対して負担した受講費（講座の受講

料および教材費等）の２／３（上限６万円）。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助対象者は，補助金の交付を受けようとするときは，「介護人材養成支援事業補助金交付申請書（様

式第１号）」に別表第２に掲げる書類を添え，市長に提出するものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は，前条に基づく補助金の申請を受けたときは，その内容を審査し，「介護人材養成支援事業補助

金交付決定通知書兼補助金額確定通知書（様式第２号）」により，申請のあった補助対象者へ通知するものと

する。 

 

（補助金の請求） 

第６条 補助対象者は，前条に基づく通知を受け補助金の請求をしようとするときは，「介護人材養成支援事業

補助金交付請求書（様式第３号）」により，市長に提出するものとする。 

 

（仕入れ控除税額の報告） 

第７条 補助対象者（法人）は，この補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額が確定した場合

は，「消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書（様式第４号）」に必要な書類を添えて，速やかに市

長に報告しなければならない。 

 

付 則 

（施行期日） 



 

本要綱は，公布日より施行し，平成２９年度に交付する補助金から適用する。 

 

付 則 

（施行期日） 

本要綱は，平成２９年１０月１日より施行する。 

 

付 則 

（施行期日） 

本要綱は，平成３０年４月１日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１（第２条関係） 

補助対象研修 補助対象者 補助対象者要件 

 

実
務
者
研
修
（
※
１
）
，
初
任
者
研
修
（
※
２
），
生
活
援
助
従
事
者
研
修
（
※
３
） 

個人 

交付申請日時点において，下記の要件を満たしていること 

（１）過去１年以内に補助対象の研修を修了し，すでに受講料の支払いが済んで

いること 

（２）市内の介護保険サービス事業所（※４）において勤務中もしくは勤務予定

である者（※５） 

（３）他の法律または予算制度に基づく国，都道府県もしくは市町村，その他団

体等の負担金，補助金等を重複して受けていないこと 

（４）本要綱に基づき，同一の研修に対する補助を受けていないこと 

法人 

交付申請日時点において，下記の要件を満たしていること 

（１）市内で介護保険サービス事業所を運営していること 

（２）過去１年以内に補助対象の研修を修了し，かつ市内の介護保険サービス事

業所において勤務している従業者（※６）に対して，その受講料の３／４以上

を負担していること 

（３）他の法律または予算制度に基づく国，都道府県もしくは市町村，その他団

体等の負担金，補助金等を重複して受けていないこと 

（４）助成対象となる従業者が本要綱に基づき，同一の研修に対する補助を受け

ていないこと 

 

（※１） 「実務者研修」とは，社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年５月２６日法律第３０号）第４０条第

２項第５号に規定する介護の実務経験を３年以上有する者が介護福祉士の受験資格を取得するための

研修をいう。 

（※２） 「初任者研修」とは，介護保険法施行規則第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程を

いう。 

（※３） 「生活援助従事者研修」とは，介護保険法施行規則第２２条の２３第１項に規定する生活援助従事者研修

課程をいう。 

（※４）  市内の介護保険サービス事業所とは，別表第３に掲げる事業所をいう。 

（※５）  雇用形態は常勤・非常勤を問わない。 

（※６）  雇用形態は常勤・非常勤を問わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第２（第４条関係） 

補助対象研修 補助対象者 添付書類 

実
務
者
研
修
，
初
任
者
研
修
，
生
活
援
助
従
事
者
研
修 

個人 

（１） 勤務している法人（事業所）に在職中であることを証する在職証明書 

（別紙１）もしくは勤務予定である法人（事業所）より採用される予定であるこ

とを証する採用証明書（別紙２） 

（２）指定研修機関の受講料領収書の原本（宛名が受講者本人のものに限る） 

（３）研修の受講料および受講内容がわかるもの（研修パンフレット等） 

（４）研修を修了したことを証する書類（交付申請日より過去１年以内の日付の

もの） 

法人 

（１）対象となる従業者の在職証明書（別紙１） 

（２）指定研修機関の受講料領収書の原本（宛名が受講者本人もしくは法人のも

のに限る） 

（３）研修の受講料および受講内容がわかるもの（研修パンフレット等） 

（４）研修を修了したことを証する書類（交付申請日より過去１年以内の日付の

もの） 

（５）研修を受講した従業者に対して，補助金を負担したことが確認できる書類

（給与・賃金・諸手当等と明確に区別して支給したことが確認できるものに限

る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第３ 

介護保険サービス事業所 

・第１号通所事業 

・老人デイサービスセンター 

・指定通所介護（指定療養通所介護を含む） 

・指定地域密着型通所介護 

・指定（介護予防）認知症対応型通所介護 

・老人短期入所施設 

・指定（介護予防）短期入所生活介護 

・養護老人ホーム 

・特別養護老人ホーム 

・指定介護老人福祉施設 

・指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

・軽費老人ホーム 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

・指定複合型サービス 

・指定（介護予防）訪問入浴介護 

・指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

・介護老人保健施設 

・指定（介護予防）通所リハビリテーション 

・指定（介護予防）短期入所療養介護 

・指定（介護予防）特定施設入居者生活介護 

・指定地域密着型特定施設入居者生活介護 

・サービス付き高齢者向け住宅 

・第１号訪問事業 

・指定訪問介護 

・指定夜間対応型訪問介護 

・指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号 

 

年  月  日 

 

伊丹市長 様 

  

 

申請者  住 所                       

氏 名                  ○印 

（法人名）                    

（代表者名）                  ○印 

電話番号      -        -              

 

 

介護人材養成支援事業補助金交付申請書 

 

 

伊丹市介護人材養成支援事業補助金交付要綱第４条の規定に基づき，下記により補助金を交付されるよう関係

書類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

１ 受講研修種目  実務者研修・初任者研修・生活援助従事者研修 

 

２ 交付申請額       金          円  

 

３ 補助事業の目的及び内容 資格取得による資質の向上を図るため受講する上記研修 

 

４ 添付書類 別添のとおり（別表第２に基づく） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第２号 

 

第     号 

年  月  日 

 

          様  

 

伊 丹 市 長 

 

 

介護人材養成支援事業補助金交付決定通知書兼補助金額確定通知書 

 

 

   年   月   日付で交付申請のありました介護人材養成支援事業補助金の交付について，伊丹市介

護人材養成支援事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき，下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助種目 

 

  実務者研修・初任者研修・生活援助従事者研修 受講費用 

   

２ 交付の可否 

    

   可・否  

 

３ 交付決定額         

 

                         円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号 

 

   年  月   日 

 

伊丹市長 様 

 

請求者  住 所                       

氏 名                  ○印 

（法人名）                    

（代表者名）                  ○印 

電話番号      -        -              

  

 

介護人材養成支援事業補助金交付請求書 

 

 

   年   月   日   第    号で介護人材養成支援事業補助金交付決定通知兼補助金額確定通

知がありましたので，伊丹市介護人材養成支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき，下記のとおり補助金

を請求します。 

 

記 

 

１ 補助金請求金額              

 

           円 

                                         

２ 振込先口座 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゆうちょ銀行 

以外の金融機関 

銀 行 
信用金庫 
信用組合 
農 協 

本 店 
支 店 
支 所 
出張所 

預金種目 1普通 2当座  

口座番号        

金融機関コード 店舗コード フリガナ 
 

口座名義人 

 

        

ゆうちょ銀行 

記  号 番   号 フリガナ 
 

口座名義人 

 

              



 

様式第４号 

 

年   月   

伊丹市長様 

 

  住 所                       

氏 名                  ○印 

（法人名）                    

（代表者名）                  ○印 

電話番号      -        -              

                

 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書（○年度） 

 

 

  年  月  日   第   号で交付決定を受けた介護人材養成支援事業補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入れ控除税額については，下記のとおり報告します。 

 

１ 補助金の確定額又は事業実績報告による精算額 

金          円 
 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額（要交付金返還相

当額） 

金          円 
 

３ 添付書類 

① 確定申告書の写し 

② ２の消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額の積算内訳等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙１ 

 

年  月  日 

 

伊丹市長 様 

 

 

在職証明書 
 

 

下記の者については，    年    月    日現在当法人に在職していることを証明します。 

   

 

 

記 

 

 

住所                          

 

氏名
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

                          

 

生年月日                        

 

勤務先（事業所名）                   

 

 

 

 

 

住所                    

 

法人名                   

 

代表者名                ○印 

 

 

 

 

 



 

 

別紙２ 

  

年  月  日 

 

伊丹市長 様 

 

 

採用証明書 
 

 

年    月    日付で下記の者を当法人で採用する予定であることを証明します。 

 

 

記 

 

 

住所                          

 

氏名
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

                          

 

生年月日                        

 

勤務予定先（事業所名）                 

 

 

 

 

 

 

住所                    

 

法人名                    

 

代表者名                ○印 

 

 

 

 


